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指定管理者制度導入

第1期指定管理者期間　：　H22.4.1～H27.3.31
第2期指定管理者期間　：　H27.4.1～R  2.3.31
第3期指定管理者期間　：　R  2.4.1～R  7.3.31

１　指定管理者制度の導入イメージ

①産業開発青年隊

②施設の管理運営

③県・市町村職員研修

④土木材料試験

県

①産業開発青年隊

②施設の管理運営

指定管理者

③県・市町村職員研修

④土木材料試験

県

建設技術センター

魅力的で効果的な教育プログラム
の構築等による青年隊の活性化

効率的な施設の利活用、県民サー
ビスの向上

専門性や公平性の観点から県直営
で実施

指定管理者制度導入後

平成２１年度以前

建設技術センター
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２　指定管理者制度導入による建設技術者育成のイメージ

【教育内容(案)】 約１，４００時間

①一般科目 約１５０時間
基礎数学、情報処理、法律、一般教養等

②専門科目 約３００時間
測量学、土木施工管理(基礎)、安全管理等

③実践実習 約５００時間

測量実習、土木施工実習、建設機械実習等

④資格取得 約２００時間

土木建設分野の基礎知識を学ぶととも
に、建設機械等の資格取得や建設現
場を想定した実践実習を行う。

［ 基礎課程 ］

【教育内容(案)】 約１，４００時間

①一般科目 約１５０時間
応用数学、情報処理、法律、一般教養等

②専門科目 約３００時間
測量学、土木施工管理、道路工学等

③実践実習 約５００時間

測量実習、土木施工実習、建設機械実習等

④資格取得 約２００時間

土木建設分野の専門知識を学ぶととも
に、建設機械等の資格取得や建設現
場を想定した実践実習を行う。

［ 専攻課程 ］

①土木建設分野において即戦力となる技術者の育成あ

②規律正しく豊かな人間性を身につけた社会人の育成

教育コンセプト

・基礎知識から、より専門的な知識・技術を学べる教育環境

・充実した施設設備により、一般科目や情報処理、技能・技術の訓練など多様な教育を実施

・建設機械等の資格取得や実践的な実習に取り組み、現場において即戦力となる技術を修得

・規律ある教育及び集団訓練により、社会性の高い技術者を育成

若手建設技術者育成（青年隊）

・各種技能修得・訓練（建設機械のオペレータ）、各種資格取得講習（１・２級施工管理技士等）、

<< 指定管理者による自主事業 >>

県内で働く技術者のスキルアップ、

民間技術者育成

魅力的で多様な教育により建設技術者育成の充実

施設設備の活用による建設技術センターの活性化
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３　産業開発青年隊及び施設利用者の推移

（１） 産業開発青年隊の推移等

ア　入隊者及び就職者の推移

イ　就職の状況 　次頁参照

ウ　求人数及び就職者数

エ　資格取得状況 （主なもの） （単位：人）

R2 R3 R4 R5 平均

火薬類取扱免許 1 11 18 16 11

危険物取扱免許 5 13 3 11 8

測量士補 0 2 1 1 1

大型特殊免許 35 30 34 33 33

アーク溶接技能 31 31 30 32 31

車両系機械技能 42 30 29 34 33

玉掛け技能 35 33 33 33 33

小型クレーン技能 35 32 34 34 33

（２） 施設利用者の推移

ア　本館利用団体数（青年隊以外）

R2 R3 R4 R5 平均

大教室 63 74 87 71 73

中教室 1 2 3 2

施工管理課教室 16 17 38 27 24

小教室 34 17 59 32 35

情報処理室 30 21 26 23 25

視聴覚室 86 66 113 91 89

体育館 145 77 106 101 107

運転練習場 44 59 53 45 50

機械練習場 11 12 12 12 11

合計 430 345 497 404 419

イ　本館利用者数（青年隊以外） （単位：人）

R2 R3 R4 R5 平均

大教室 2,282 2,558 3,030 2,629 2,624

中教室 26 59 116 72

施工管理課教室 213 218 413 400 311

小教室 179 304 527 536 386

情報処理室 499 398 377 452 431

視聴覚室 3,326 2,642 4,166 3,594 3,432

体育館 2,181 1,532 1,783 1,768 1,816

運転練習場 1,251 1,578 1,581 1,555 1,491

機械練習場 398 443 376 417 408

合計 10,355 9,732 12,369 11,423 10,969

ウ　研修生宿舎利用数

R2 R3 R4 R5 平均

研修生宿舎（1･2人×28室） 46 13 0 76 33

（単位：延人数）
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県 内 建 設 関 連 業

県 外 建 設 関 連 業

官 公 庁

そ の 他

県内建設関連業への就職率

専 攻 課 程 へ 進 級

専 門 学 校 等 へ 進 学

未 定 者

(令和５年度就職者数)

左は求人数、右の (　)は県内への就職者数

31 (9) 34 (9) 25 (11) 19 (7) 19 (7) 15 (12) 28 (11) 22 (11) 13 (9) 18 (7)

7 (4) 2 (2) 5 (4) 5 (3) 5 (3) 6 (2) 9 (2) 5 (2) 8 (2) 12 (5)

7 (2) 10 (1) 7 (11) 10 (2) 10 (2) 21 (2) 9 (3) 13 (5) 18 (4) 5 (2)

18 (5) 15 (4) 11 (10) 17 (11) 17 (11) 17 (12) 24 (8) 26 (5) 20 (11) 15 (15)

63 (13) 61 (16) 48 (36) 51 (23) 51 (23) 59 (28) 70 (24) 66 (23) 59 (26) 50 (29)

県 北 地 区

県内求人数 合計

求 人 倍 率

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５
県 央 地 区

県 南 地 区

県 西 地 区

求 人 の 状 況 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ２

3

官公庁等（３名）：　宮崎県庁　２名、串間市　１名

0 0 0 0

1.4

24 25 28 45 37

1.6

そ の 他（１名）：　宮崎総合学院　１名

ウ　県内建設業関連業の求人数及び就職者数

17 20 16 35 22 28 24 23

1

2 0 1 5

17 13 14 9 0
2 0 1 1 1 1

0 2 0 1 0 0

4 5 4 0
1 0 0
1

就　職　以　外 2 21 13 16 1
77.8% 77.4% 69.7% 72.2% 82.9%

4
70.8% 80.0% 57.1% 77.8% 59.5%

3
0 0 2 5 3 12 0 3 1
3 1 5 3 2 2 2 1 3

26 29
4 4 5 2 10

36 31 33 36 35

4 5 6 6 2

40 36
39 36 39 45 39

修　了　者　数 26 46 41 61
46 41 61 47入　隊　者　数 26

就　職　者　数

47 37 36 38

2.6 2.4 1.7 1.1 1.4 1.6 2.3 2.0

10 1 5 5

中 退 者 数 0 0 0 0 0

Ｒ元

（１）産業開発青年隊の推移等

ア　産業開発青年隊の入隊者及び県内建設業への就職者の推移

イ　就職の状況
Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

Ｈ１８以降定員 ６０人

Ｈ１７まで定員 １１０人

入隊者数

県内建設業就職者数

26

46

41

61

47

39
36

39

45

39

17
20

16

35

22

28
24 23

26
29

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

入隊者数 県内建設業就業者数

Ｈ１７まで定員 １１０人

Ｈ１８以降定員 ６０人
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４　現在の産業開発青年隊の教育計画 

（１） 令和６年度教育計画（施工管理課程）

項目 時間数 教育科目 担当講師 時間

一般科目 473

基礎数学 指定管理者 11

一般教養 外部講師 6

情報処理（ワープロ・表計算） 外部講師 34

情報処理（CAD） 指定管理者 19

各種試験対策（講習会含む） 外部講師 350

公務員対策 外部講師 40

自主学習 指定管理者 13

計 473

専門科目 276

測量学 指定管理者 29

土木施工・土木工学 外部講師 82

土質工学 試験調査県職員 27

施工管理・品質管理 外部講師 38

安全管理・施工演習 指定管理者 61

環境・造園 外部講師 18

ＩＣＴ研修等 外部講師 21

計 276

実習 432

測量実習、機械実習 指定管理者 240

基礎実習 指定管理者 192

計 432

その他 379 基礎訓練、行事等 指定管理者 379

計 379

小　計 1,560

受託等作業 24 受託等作業（草刈り等） 指定管理者 24

民間研修 312 民間派遣研修 民間 312

小　計 336

合計 1896 合　計 1,896

外部講師 589

指定管理者 944

試験調査県職員 27

計 1,560

　　※受託作業、民間研修を除く
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（２） 令和６年度教育計画（専攻課程）

項目 時間数 教育科目 担当講師 時間

一般科目 269

応用数学 指定管理者 8

一般教養 外部講師 9

情報処理（表計算） 指定管理者 8

情報処理（CAD） 指定管理者 25

公務員対策 外部講師 38

各種試験対策 外部講師 171

自主学習 指定管理者 10

計 269

専門科目 320

測量学 指定管理者 52

土木施工・土木実践 外部講師 79

河川砂防工学・道路工学 外部講師 65

品質管理 試験調査県職員 24

安全管理・施工演習 指定管理者 76

ＩＣＴ研修等 外部講師 24

計 320

実習 548

測量実習、機械実習 指定管理者 292

総合実習 指定管理者 256

計 548

その他 379 基礎訓練、行事等 指定管理者 379

計 379

小　計 1,516

受託等作業 24 受託等作業（草刈り等） 指定管理者 24

民間研修 312 民間派遣研修 民間 312

小　計 336

合計 1852 合　計 1,852

外部講師 386

指定管理者 1,106

試験調査県職員 24

計 1,516

　　※受託作業、民間研修を除く
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５　過去３年間の収支状況

５年度 ４年度 ３年度 平均

指定管理料 100,040,000 100,040,000 100,040,000 100,040,000

その他雑収入 442,504 291,116 274 244,631

合計 100,482,504 100,331,116 100,040,274 100,284,631

人件費 56,123,958 49,098,819 50,497,506 51,906,761

物件費 38,241,413 45,536,910 43,796,595 42,524,973

旅費 292,478 319,678 215,275 275,810

需用費 12,906,353 17,290,576 16,910,458 15,702,462

電気料金 5,958,055 7,865,115 6,567,749 6,796,973

水道料金 1,212,470 2,196,043 2,740,570 2,049,694

ガス代 329,893 534,143 527,673 463,903

燃料代 1,085,791 1,290,749 1,363,880 1,246,807

その他（教材料・消耗品等） 4,320,144 5,404,526 5,710,586 5,145,085

役務費 1,765,448 2,138,701 1,937,672 1,947,274

電話料金・送料等 637,217 741,790 802,981 727,329

青年隊募集広報費 682,848 689,312 533,620 635,260

その他（車両保険・各種設備法定検査手数料等） 445,383 707,599 601,071 584,684

委託料 13,128,224 13,825,123 13,371,681 13,441,676

庁舎清掃委託費 3,673,705 3,634,678 3,403,700 3,570,694

警備委託費 1,779,932 1,712,506 1,410,780 1,634,406

給食委託費 3,300,000 4,206,400 4,206,400 3,904,267

各種設備保守点検費 2,084,668 2,206,536 2,229,127 2,173,444

その他（庁舎内害虫駆除、植栽管理等） 2,289,919 2,065,003 2,121,674 2,158,865

使用料賃借料 2,859,208 5,096,232 5,184,276 4,379,905

建設機械・測量機器リース料 2,248,834 2,216,710 2,300,200 2,255,248

その他（OA機器リース料） 610,374 2,879,522 2,884,076 2,124,657

報償費（外部講師謝金） 177,840 162,823 120,904 153,856

車両維持費・施設修繕費・青年隊員保険料 7,111,862 6,703,777 6,056,329 6,623,989

補助費等 公課費（指定管理料に係る消費税・法人税等） 6,057,073 5,646,931 5,704,039 5,802,681

合計 100,422,444 100,282,660 99,998,140 100,234,415

60,060 48,456 42,134 50,217

収入

支出

収支差額
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６　建設技術センター（本館）平面図

大教室中教室

小教室

情報処理室 視聴覚室

施工管理課程教室 専攻課程教室

進路指導室

建 設 技 術 セ ン タ ー

正面入口から入り、左手奥に
２階に上がる階段があります。

指定管理者 センター事務室

会議室
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７　建物配置図（建設技術センター）
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備品番号 品名 当初取得日 保管場所 規格 取得年月日 取得額

1 251765 コンテナハウス 2002/9/24 建設技術センター ２坪２段棚付 2002/9/24 346,500

2 325256 ベンチ 2008/1/7 建設技術センター コトブキ 2008/1/7 134,400

3 325257 ベンチ 2008/1/7 建設技術センター コトブキ 2008/1/7 134,400

4 325258 ベンチ 2008/1/7 建設技術センター コトブキ 2008/1/7 134,400

5 325259 ベンチ 2008/1/7 建設技術センター コトブキ 2008/1/7 134,400

6 201703 仮設建築物 1997/11/28 建設技術センター Ｐ３１ 1997/11/28 399,000

7 220928 仮設建築物 1999/8/25 建設技術センター ４５型２連棟 1999/8/25 999,600

8 79053 コンピュータ用ソフト 1998/1/13 事務室 フォトショップ　４０Ｊ 1998/1/13 101,850

9 266800 ハンドマイク 2004/6/24 事務室 ＴＷ－９２００ 2004/6/24 108,150

10 78601 閲覧机 1998/2/16 事務室 ホウトク　ＸＳ２３１０　ＢＴ０９３ 1998/2/16 205,800

11 77872 旗（国旗・校旗・優勝旗等） 1980/3/12 事務室 規格名称未入力 1980/3/12 400,000

12 78878 その他の台 1998/2/12 進路指導室 ウチダ　１－３３３－３３０１ 1998/2/12 140,175

13 77604 ビデオデッキ 1993/3/1 進路指導室 ＳＲ－Ｓ３３５０ 1993/3/1 240,000

14 181079 会議用テーブルセット 1998/1/20 進路指導室 一式 1998/1/20 999,600

15 329548 ８ミリビデオテープレコーダー 2008/1/7 情報処理室 ＥＶＯ－９５００ 2008/1/7 120,000

16 329670 ＡＶセレクトブースター 2008/1/7 情報処理室 ＥＳ－８２００ 2008/1/7 200,000

17 329641 ＡＶワゴン卓 2008/1/7 情報処理室 特型 2008/1/7 350,000

18 329689 ＡＶ機器収納架 2008/1/7 情報処理室 ＥＬ－２０００特 2008/1/7 160,000

19 329693 オーディオミキサー 2008/1/7 情報処理室 ＰＳ－Ｍ６５０ 2008/1/7 210,000

20 329701 グラフィックイコライザー 2008/1/7 情報処理室 ＰＳ－Ｇ３１２ 2008/1/7 150,000

21 329612 ノイズエミリネーター 2008/1/7 情報処理室 ＳＮ－７００ 2008/1/7 100,000

22 329613 ノイズエミリネーター 2008/1/7 情報処理室 ＳＮ－７００ 2008/1/7 100,000

23 329561 パワーアンプ 2008/1/7 情報処理室 ＰＳ－Ａ１５２ 2008/1/7 190,000

24 329588 パワーアンプ 2008/1/7 情報処理室 ＰＳ－Ａ１２１ 2008/1/7 160,000

25 329551 ビデオテープレコーダー 2008/1/7 情報処理室 ＨＲ－ＶＸＧ１ 2008/1/7 120,000

26 329657 マルチメディアプレーヤー 2008/1/7 情報処理室 ＤＶＬ－９ 2008/1/7 130,000

27 329808 メインスピーカー 2008/1/7 情報処理室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

28 329809 メインスピーカー 2008/1/7 情報処理室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

29 329665 モニターＴＶユニット 2008/1/7 情報処理室 ＥＭ－６００２ 2008/1/7 210,000

30 329557 リモートＩ／Ｆユニット 2008/1/7 情報処理室 ＲＭ－３１００ 2008/1/7 200,000

31 329558 リモートＩ／Ｆユニット 2008/1/7 情報処理室 ＲＭ－３１００ 2008/1/7 200,000

32 329751 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 情報処理室 ＥＷ－３４００（受信側） 2008/1/7 160,000

33 329752 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 情報処理室 ＥＷ－３４００（受信側） 2008/1/7 160,000

34 329756 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 情報処理室 ＥＷ－３１００ 2008/1/7 160,000

35 329591 映像音声分配器 2008/1/7 情報処理室 ＤＡ－１４００ 2008/1/7 120,000

36 250447 液晶プロジェクター 2002/7/19 情報処理室 ＥＬＰ－７３０ 2011/1/27 422,310

37 329697 音量リモコンユニット 2008/1/7 情報処理室 ＶＲ－５０２２ 2008/1/7 120,000

38 329645 資料提示装置 2008/1/7 情報処理室 ＥＶ－５００ＡＦ 2008/1/7 270,000

39 329780 端子盤ユニット 2008/1/7 情報処理室 ＥＴ－１３０ 2008/1/7 150,000

40 173553 パーティション 1998/2/18 図書室 パーティションセット 1998/2/18 412,545

41 78598 閲覧机 1998/2/16 図書室 ホウトク　ＸＳ２３１０　ＢＴ０９３ 1998/2/16 205,800

42 78599 閲覧机 1998/2/16 図書室 ホウトク　ＸＳ２３１０　ＢＴ０９３ 1998/2/16 205,800

43 78600 閲覧机 1998/2/16 図書室 ホウトク　ＸＳ２３１０　ＢＴ０９３ 1998/2/16 205,800

44 78602 閲覧机 1998/2/16 図書室 ホウトク　ＸＳ２３１０　ＢＴ０９３ 1998/2/16 205,800

45 181081 応接セット　一式 1998/2/24 図書室 チトセ 1998/2/24 667,800

46 78886 書架 1998/2/5 図書室 コクヨ　複柱書架　複式Ａ４セット 1998/2/5 727,335

47 329728 １６ミリＴＶコンバーター 2008/1/7 視聴覚室 ＴＲＶ－１６Ｈ 2008/1/7 320,000

48 329668 ＡＶセレクトブースター 2008/1/7 視聴覚室 ＥＳ－８２００ 2008/1/7 200,000

49 329639 ＡＶワゴン卓 2008/1/7 視聴覚室 特型 2008/1/7 350,000

50 329686 ＡＶ機器収納架 2008/1/7 視聴覚室 ＥＬ－２０００特 2008/1/7 160,000

51 329687 ＡＶ機器収納架 2008/1/7 視聴覚室 ＥＬ－２０００特 2008/1/7 160,000

52 329649 ＣＰＵコントローラー 2008/1/7 視聴覚室 ＣＰ－４５００特 2008/1/7 640,000

53 329691 オーディオミキサー 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ｍ６５０ 2008/1/7 210,000

54 329699 グラフィックイコライザー 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ｇ３１２ 2008/1/7 150,000

55 329683 シグナルインターフェーススイッチャー 2008/1/7 視聴覚室 ＳＷ－Ｃ１０６３（ＰＣボード込） 2008/1/7 200,000

56 329729 スライドＴＶコンバーター 2008/1/7 視聴覚室 ＴＲＶ－３５Ｈ 2008/1/7 280,000

57 329718 デジタルディレイ 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ｄ３００ 2008/1/7 220,000

58 329706 パワーアンプ 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ａ１５２ 2008/1/7 190,000

59 329707 パワーアンプ 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ａ１２１ 2008/1/7 160,000

60 329708 パワーアンプ 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ａ１２１ 2008/1/7 160,000

61 329650 ビデオテープレコーダー 2008/1/7 視聴覚室 ８ミリ／Ｓ－ＶＨＳ　ＷＶ－ＳＷ１ 2008/1/7 120,000

62 329785 ビデオプロジェクター 2008/1/7 視聴覚室 ＶＸ－Ｖ１０９５Ｓ 2008/1/7 1,500,000

63 329655 マルチメディアプレーヤー 2008/1/7 視聴覚室 ＤＶＬ－９ 2008/1/7 130,000

64 329804 メインスピーカー 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

65 329805 メインスピーカー 2008/1/7 視聴覚室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

66 329663 モニターＴＶユニット 2008/1/7 視聴覚室 ＥＭ－６００２ 2008/1/7 210,000

67 329672 リモートＩ／Ｆユニット 2008/1/7 視聴覚室 ＩＦ－４０００ 2008/1/7 200,000

68 329748 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 視聴覚室 ＥＷ－３４００（受信側） 2008/1/7 160,000

69 329754 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 視聴覚室 ＥＷ－３１００ 2008/1/7 160,000

８　指定管理者に無償貸与している備品一覧
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70 329695 音量リモコンユニット 2008/1/7 視聴覚室 ＶＲ－５０２２ 2008/1/7 120,000

71 78646 教卓 1998/2/18 視聴覚室 内田洋行　３５７－５０６５　チーク 1998/2/18 157,500

72 329643 資料提示装置 2008/1/7 視聴覚室 ＥＶ－５００ＡＦ 2008/1/7 270,000

73 78657 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

74 78658 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

75 78659 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

76 78660 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

77 78661 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

78 78662 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

79 78663 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

80 78664 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

81 78665 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

82 78666 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

83 78667 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

84 78668 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

85 78669 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

86 78670 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

87 78671 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

88 78672 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

89 78673 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

90 78674 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

91 78675 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

92 78676 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

93 78677 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

94 78678 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

95 78679 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

96 78680 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

97 78681 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

98 78682 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

99 78683 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

100 78684 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

101 78685 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

102 78686 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

103 78687 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

104 78688 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

105 78689 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

106 78690 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

107 78691 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

108 78692 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

109 78693 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

110 78694 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

111 78695 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

112 78696 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

113 78697 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

114 78698 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

115 78699 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

116 78700 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

117 78701 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

118 78702 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

119 78703 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

120 78704 斜面机 1998/2/17 視聴覚室 イトーキ　ＳＤＬ－２１１２Ｗ 1998/2/17 104,265

121 329777 端子盤ユニット 2008/1/7 視聴覚室 ＥＴ－１３０ 2008/1/7 150,000

122 78644 教卓 1998/2/20 施工管理課程教室 チトセ　ＥＤ－１Ｋ　チーク 1998/2/20 207,900

123 79047 テレビ 1998/2/13 専攻課程教室 ソニーＢＳ内蔵３２型ＫＶ３２ＳＦＩ 1998/2/13 175,350

124 78643 教卓 1998/2/20 専攻課程教室 チトセ　ＥＤ－２Ｋ　チーク 1998/2/20 137,550

125 329547 ８ミリビデオテープレコーダー　ＥＶＯ－９５００ 2008/1/7 中教室 ＥＶＯ－９５００ 2008/1/7 120,000

126 329640 ＡＶワゴン卓 2008/1/7 中教室 特型 2008/1/7 350,000

127 329688 ＡＶ機器収納架 2008/1/7 中教室 ＥＬ－２０００特 2008/1/7 160,000

128 329550 Ｓ－ＶＨＳ　ビデオテープレコーダー 2008/1/7 中教室 ＨＲ－ＶＸＧ１ 2008/1/7 120,000

129 329692 オーディオミキサー 2008/1/7 中教室 ＰＳ－Ｍ６５０ 2008/1/7 210,000

130 329700 グラフィックイコライザー 2008/1/7 中教室 ＰＳ－Ｇ３１２ 2008/1/7 150,000

131 329560 パワーアンプ 2008/1/7 中教室 ＰＳ－Ａ１５２ 2008/1/7 190,000

132 329587 パワーアンプ 2008/1/7 中教室 ＰＳ－Ａ１２１ 2008/1/7 160,000

133 329656 マルチメディアプレーヤー 2008/1/7 中教室 ＤＶＬ－９ 2008/1/7 130,000

134 329806 メインスピーカー 2008/1/7 中教室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

135 329807 メインスピーカー 2008/1/7 中教室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

136 329664 モニターＴＶユニット 2008/1/7 中教室 ＥＭ－６００２ 2008/1/7 210,000

137 329555 リモートＩ／Ｆユニット 2008/1/7 中教室 ＲＭ－３１００ 2008/1/7 200,000

138 329556 リモートＩ／Ｆユニット 2008/1/7 中教室 ＲＭ－３１００ 2008/1/7 200,000

139 329749 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 中教室 ＥＷ－３４００（受信側） 2008/1/7 160,000

140 329750 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 中教室 ＥＷ－３４００（受信側） 2008/1/7 160,000
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141 329755 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 中教室 ＥＷ－３１００ 2008/1/7 160,000

142 329590 映像音声分配器 2008/1/7 中教室 ＤＡ－１４００ 2008/1/7 120,000

143 329696 音量リモコンユニット 2008/1/7 中教室 ＶＲ－５０２２ 2008/1/7 120,000

144 329644 資料提示装置 2008/1/7 中教室 ＥＶ－５００ＡＦ 2008/1/7 270,000

145 329778 端子盤ユニット 2008/1/7 中教室 ＥＴ－１３０ 2008/1/7 150,000

146 329546 ８ミリビデオテープレコーダー 2008/1/7 大教室 ＥＶＯ－９５００ 2008/1/7 120,000

147 329667 ＡＶセレクトブースター 2008/1/7 大教室 ＥＳ－８２００ 2008/1/7 200,000

148 329638 ＡＶワゴン卓 2008/1/7 大教室 　特型 2008/1/7 350,000

149 329685 ＡＶ機器収納架 2008/1/7 大教室 ＥＬ－２０００特 2008/1/7 160,000

150 329648 ＣＰＵコントローラー 2008/1/7 大教室 ＣＰ－４５００特 2008/1/7 640,000

151 329549 ＶＨＳビデオテープレコーダー 2008/1/7 大教室 ＨＲ－ＶＸＧ１ 2008/1/7 120,000

152 329690 オーディオミキサー 2008/1/7 大教室 ＰＳ－Ｍ６５０ 2008/1/7 210,000

153 329698 グラフィックイコライザー 2008/1/7 大教室 ＰＳ－Ｇ３１２ 2008/1/7 150,000

154 329559 パワーアンプ 2008/1/7 大教室 ＰＳ－Ａ１５２ 2008/1/7 190,000

155 329562 パワーアンプ 2008/1/7 大教室 ＰＳ－Ａ１２１ 2008/1/7 160,000

156 329654 マルチメディアプレーヤー 2008/1/7 大教室 ＤＶＬ－９ 2008/1/7 130,000

157 329802 メインスピーカー 2008/1/7 大教室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

158 329803 メインスピーカー 2008/1/7 大教室 ＰＳ－Ｓ５１３Ｂ 2008/1/7 100,000

159 329662 モニターＴＶユニット 2008/1/7 大教室 ＥＭ－６００２ 2008/1/7 210,000

160 329671 リモートＩ／Ｆユニット 2008/1/7 大教室 ＩＦ－４０００ 2008/1/7 200,000

161 329753 ワイヤレスコントローラー 2008/1/7 大教室 ＥＷ－３１００ 2008/1/7 160,000

162 329747 ワイヤレスコントローラー　ＥＷ－３４００（受信側） 2008/1/7 大教室 ワイヤレスコントローラー　ＥＷ－３４００（受信側） 2008/1/7 160,000

163 329589 映像音声分配器 2008/1/7 大教室 ＤＡ－１４００ 2008/1/7 120,000

164 329694 音量リモコンユニット 2008/1/7 大教室 ＶＲ－５０２２ 2008/1/7 120,000

165 78645 教卓 1998/2/20 大教室 チトセ　ＥＤ－１Ｋ　ローズ 1998/2/20 207,900

166 329642 資料提示装置 2008/1/7 大教室 ＥＶ－５００ＡＦ 2008/1/7 270,000

167 329776 端子盤ユニット 2008/1/7 大教室 ＥＴ－１３０ 2008/1/7 150,000

168 254117 カラー複写機 2003/1/30 製図準備室 ＩＰＳＩＯ６０００ 2003/1/30 178,500

169 402092 大判プリンター 2021/3/4 製図準備室 キヤノン　TA-20 2021/3/4 137,500

170 230937 その他のコンピュータ入出力・記録装置 2000/8/31 製図準備室 トプコン　ＦＣ－７ 2000/8/31 502,950

171 273129 その他のコンピュータ入出力・記録装置 2005/3/22 製図準備室 ３次元コンタ作成　ＢＴＶ１－３０４ 2005/3/22 283,500

172 273130 その他のコンピュータ入出力・記録装置 2005/3/22 製図準備室 基本測量計算　ＢＴＶ１－０１５　ＢＴＶ１ 2005/3/22 446,250

173 265264 その他の方位・角度・測量器 2004/3/22 製図準備室 電子野帳システム 2004/3/22 630,157

174 273123 その他の方位・角度・測量器 2005/3/15 製図準備室 ポケットハ－ド一式 2005/3/15 116,865

175 273124 その他の方位・角度・測量器 2005/3/15 製図準備室 ポケットハ－ド一式 2005/3/15 116,865

176 273125 その他の方位・角度・測量器 2005/3/15 製図準備室 ポケットハ－ド一式 2005/3/15 116,865

177 273126 その他の方位・角度・測量器 2005/3/15 製図準備室 ポケット現場観測セット 2005/3/15 141,750

178 273127 その他の方位・角度・測量器 2005/3/15 製図準備室 ポケット現場観測セット 2005/3/15 141,750

179 273128 その他の方位・角度・測量器 2005/3/15 製図準備室 ポケット現場観測セット 2005/3/15 141,750

180 201696 プラニメータ 1997/11/28 製図室 Ｘ－ＰＬ　ＡＮ３６０プリンタ－付 1999/3/25 200,000

181 203996 プラニメータ 1998/11/25 製図室 Ｘ－ＰＬＡＮ３６０ｄ 1998/11/25 131,775

182 242628 プラニメータ 2001/10/26 製図室 プラニメ－タ－Ｘ－ＰＬＡＮ３６０Ｃ 2001/10/26 157,500

183 242630 プラニメータ 2001/10/26 製図室 プラニメ－タ－Ｘ－ＰＬＡＮ３６０Ｃ 2001/10/26 157,500

184 307538 気圧高度計 2007/9/5 製図準備室 ＧＰＳＭＡＰ６０ＣＳＸ 2007/9/5 113,400

185 370688 平板測量器 2012/6/25 製図準備室 パナソニック製 2012/6/25 1,218,000

186 78907 壁面収納庫 1998/3/11 製図準備室 オカムラ　４６４８ＬＺ　４６２８ＬＺ 1998/3/11 191,729

187 79046 テレビ 1998/2/13 小教室 ソニーＢＳ内蔵３２型ＫＶ３２ＳＦＩ 1998/2/13 175,350

188 77647 実物投影機 1995/4/14 小教室 ＤＰ－３０ 1995/4/14 187,460

189 173551 応接セット 1997/9/25 男子寮 カリモク　応接セット一式 1997/9/25 112,927

190 173552 応接セット 1997/9/25 女子寮 カリモク　応接セット一式 1997/9/25 120,277

191 79043 アンプ 1998/2/13 研修棟 ＷＡ－Ｈ１２０　アンプセット 1998/2/13 315,000

192 77601 テレビ 1997/6/26 食堂 ＫＶ－２８　ＦＷ２ 1997/6/26 104,790

193 351719 テレビ 2010/2/18 食堂 ＴＨ－３２　ＧＷ２ 2010/2/18 196,140

194 324764 トレイディスペンサー 2008/1/7 食堂 ＴＤ－７２４６－８Ｓ 2008/1/7 224,800

195 324765 トレイディスペンサー 2008/1/7 食堂 ４２０×６５０×１３００ｍｍ 2008/1/7 202,400

196 77882 給茶器 1997/6/27 食堂 ＡＴ－２４　ＨＷＥ 1997/6/27 355,950

197 77386 食器消毒保管庫 1994/5/11 食堂 １０５０×９５０×１９００ 1994/5/11 651,990

198 364713 食器洗浄器一式（ドアタイプ） 2011/9/26 食堂 ＪＷＥ-６８０Ａ（６０ＨＺ） 2011/9/26 739,200

199 77385 食品加工器具殺菌庫 1992/11/30 食堂 ８５０×６００×１４３０ 1992/11/30 250,000

200 323542 製氷機 2008/1/7 食堂 サンヨー　ＳＩＭ－Ｅ３６ 2008/1/7 180,000

201 323543 製氷機 2008/1/7 食堂 ホシザキ 2008/1/7 180,000

202 398315 製氷機 2020/11/24 食堂 ホシザキ　KM-12F 2020/11/24 126,500

203 77299 調理台 1993/2/17 食堂 ３５００×１１００×７５０ 1993/2/17 155,000

204 77300 調理台 1993/2/17 食堂 ３０００×９００×７５０ 1993/2/17 126,000

205 77301 配膳台 1997/6/26 食堂 ２１７５×６２０×９００ 1997/6/26 490,875

206 77302 配膳台 1997/6/26 食堂 ２１７０×６２０×９００ 1997/6/26 485,625

207 77382 冷蔵庫（厨房用） 1993/2/24 食堂 東芝　ＧＲ－Ｙ３１Ａ 1993/2/24 115,000

208 77384 冷凍庫（厨房用） 1993/2/17 食堂 ＳＲＦ－Ｅ１２６３ 1993/2/17 436,000

209 77612 その他の音声・映像装置・機器 1996/6/7 体育館 ＷＸ－６５０ 1996/6/7 206,000

210 77370 どん帳 1981/5/9 体育館 １１８００×８００ 1981/5/9 1,775,000

211 77845 バスケットボールゴール 1981/2/25 体育館 バスケットゴール 1981/2/25 808,500
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備品番号 品名 当初取得日 保管場所 規格 取得年月日 取得額

212 77844 バレーボール支柱 1981/2/25 体育館 支柱，審判台 1981/2/25 318,500

213 77848 防球ネット 1981/2/25 体育館 ２０ｍ×７．５ｍ 1981/2/25 118,000

214 351732 応接セット 2010/2/18 講師控室 内田洋行テーブル・椅子 2010/2/18 133,035

215 77615 スライド映写機 1992/11/26 資料館 Ａ型 1992/11/26 175,100

216 173554 スライド映写機 1998/2/18 資料館 スライド映写機一式 1998/2/18 181,230

217 77632 ビデオカメラ 1993/3/24 資料館 ＧＲ－ＳＺ１ 1993/3/24 349,500

218 77638 ビデオプロジェクター 1993/3/24 資料館 ＬＣ－３０００ 1993/3/24 523,000

219 201704 プラニメータ 1997/11/28 資料館 Ｘ－ＰＬ　ＡＮ３６０　プリンタ－付 1997/11/28 200,000

220 326410 直立書架４段２連 2008/1/7 資料館 直立書架４段２連 2008/1/7 173,040

221 326411 直立書架４段２連 2008/1/7 資料館 直立書架４段２連 2008/1/7 173,040

222 326412 直立書架４段２連 2008/1/7 資料館 直立書架４段２連 2008/1/7 173,040

223 326413 直立書架４段２連 2008/1/7 資料館 直立書架４段２連 2008/1/7 173,040

224 327195 展示物 2008/1/7 資料館 東九州自動車道西都市・清武町間　中心杭 2008/1/7 201,600

225 78994 パーティション 1998/2/27 女子更衣室（保健室） 防煙タイプカーテン　２９００×６０００ 1998/2/27 110,670

226 78876 食器棚 1998/2/18 女子更衣室（保健室） コクヨ　ＢＫ－Ｒ１２Ｐ１６ 1998/2/18 152,775

227 78914 図面保管庫 1998/2/27 成果品収納室 マップケースセット　ＭＣ－ＡＩＦＩ 1998/2/27 124,740

228 78915 図面保管庫 1998/2/27 成果品収納室 マップケースセット　ＭＣ－ＡＩＦＩ 1998/2/27 124,740

229 77664 その他の諸機械・工具 1968/4/1 モータープール 一式 1968/4/1 146,740

230 77833 バケット 1994/2/9 モータープール 規格名称未入力 1994/2/9 236,900

231 203998 プレートコンパクター 1998/8/20 モータープール ＹＰ－６ 1998/8/20 113,400

232 52341 自動一面かんな盤 1996/10/18 モータープール トキワＡＤ－４５１ 2010/7/28 1,019,700

233 77832 芝刈機 1995/5/22 モータープール バロネス（ＧＭ６５ＡＷＲ） 1995/5/22 422,300

234 409787 高圧温水洗浄機（洗車機） 2022/11/8 モータープール メガシャインEC　３相２００V２．２ｋｗ　ポンプ 2022/11/8 319,000

235 410825 筑水キャニコム乗用草刈り機 2023/7/21 モータープール ＣＭ２２０５ＨＣＳ　２１ＰＳ　短尺刈刃915mm 2023/7/21 673,200

236 77491 オートレベル 1980/1/31 測量倉庫 Ｂ２ 1999/11/30 150,000

237 77492 オートレベル 1980/12/24 測量倉庫 Ｂ２　測機舎　三脚付 1999/11/30 150,000

238 77493 オートレベル 1981/2/25 測量倉庫 Ｂ２－Ｂ２Ｗ 1999/11/30 140,000

239 77494 オートレベル 1982/7/5 測量倉庫 Ｂ２ 1999/11/30 130,000

240 77499 オートレベル 1984/7/31 測量倉庫 Ｂ２　６０５３６ 1999/11/30 135,000

241 77501 オートレベル 1988/4/1 測量倉庫 Ｂ２　脚付 1999/11/30 140,000

242 79027 オートレベル 1997/11/10 測量倉庫 ＡＴ－Ｇ３　ＴＳ－１６５０Ｙ　三脚付 1999/11/30 165,000

243 218054 その他の方位・角度・測量器 1999/4/22 測量倉庫 プリズム２型 1999/4/22 100,800

244 205145 トランシット 1998/12/10 測量倉庫 ソキアＤＴ－５Ｓ 1998/12/10 372,750

245 77512 トランシットレベル 1982/7/5 測量倉庫 測機舎ＴＭ－２０ＨＳ 1982/7/5 320,000

246 77515 トランシットレベル 1989/10/20 測量倉庫 測器舎　ＤＴ－５Ｓ 1989/10/20 401,700

247 77516 トランシットレベル 1989/10/20 測量倉庫 測機舎　ＤＴ－５Ｓ 1989/10/20 401,700

248 77517 トランシットレベル 1990/11/9 測量倉庫 トップコン　ＤＴ－１０ 1990/11/9 406,850

249 77518 トランシットレベル 1990/11/9 測量倉庫 トプコン　ＤＴ－１０　三脚付 1990/11/9 406,850

250 77520 トランシットレベル 1992/12/3 測量倉庫 測機舎ＤＴ－５５ 1992/12/3 375,950

251 77521 トランシットレベル 1993/11/15 測量倉庫 測機舎ＤＴ－５５ 1993/11/15 406,850

252 77522 トランシットレベル 1994/10/31 測量倉庫 測機舎ＤＴ－５５ 1994/10/31 430,000

253 77523 トランシットレベル 1995/9/28 測量倉庫 ソキアＤＴ－５Ｓ 1995/9/28 429,994

254 77524 トランシットレベル 1997/2/14 測量倉庫 ソキア　ＤＴ－５Ｓ 1997/2/14 429,510

255 79028 トランシットレベル 1997/11/10 測量倉庫 ソキアＤＴ－５Ｓ 1997/11/10 430,000

256 220924 トランシットレベル 1999/8/20 測量倉庫 ソキアＤＴーＦ４ 1999/8/20 420,000

257 232868 トランシットレベル 2000/11/29 測量倉庫 ソキアＤＴ－１０５ 2000/11/29 519,750

258 231011 レベル 2000/8/29 測量倉庫 トプコンＴＳ－３Ａ 2001/10/26 191,835

259 77502 オートレベル 1994/9/21 専攻課倉庫①② トップコンＡＴ－Ｇ３ 1999/11/30 160,000

260 77503 オートレベル 1995/9/25 専攻課倉庫①② ＡＴ－Ｇ３　金属三脚ＴＳ－１６５０ 1999/11/30 164,903

261 77504 オートレベル 1997/2/14 専攻課倉庫①② ＡＴＧ－３　三脚付 1999/11/30 164,800

262 205146 オートレベル 1998/12/10 専攻課倉庫①② ＡＴ－Ｇ３ 1998/12/10 120,750

263 243338 オートレベル 2001/10/26 専攻課倉庫①② ＴＯＰＣＯＮオ－トレベルＡＴ－Ｇ３ 2001/10/26 138,075

264 239909 レベル 2001/5/31 専攻課倉庫①② ＴＯＰＵＫＯＮ電子レベル 2001/5/31 619,500

265 240057 その他の諸機械・工具 2001/6/15 行事倉庫 コンクリ－ト製品吊具内吊ワイド 2001/6/15 173,250

266 77838 バケット 1996/7/19 行事倉庫 ＳＫＢ～Ａ型　０．４ 1996/7/19 115,360

267 220927 オートレベル 1999/9/14 専攻課倉庫①② ＡＴ－Ｇ２三脚付 1999/9/14 162,225

公用車

備品番号 品名 当初取得日 保管場所 規格 取得年月日 取得額

73388 普通貨物自動車 1996/6/6 モータープール ４トンクレーン　宮崎　１００す３４３５ 1996/6/6 7,840,875

220402 いすゞ 1999/9/16 モータープール 中型バス（定員４２名）　宮崎２００は６ 1999/9/16 14,322,000

270994 小型貨物自動車 2005/2/28 モータープール ２トン作業車　宮崎４００そ８２６ 2006/7/5 2,992,500
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９ 関係法令 

 
○地方自治法（抜粋） 
（公の施設の設置、管理及び廃止） 
第二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除

くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなければならない。 
２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なものについて、

これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとするときは、議会において出
席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、
条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共団体が指定するもの（以
下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という。）に、当該公の施設の管理を行わせ
ることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他
必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 
６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地方公共

団体の議会の議決を経なければならない。 
７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成し、

当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。 
８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利用に係る料

金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させることができる。 
９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるとこ

ろにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者は、あらかじめ当該利
用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期するた
め、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、
又は必要な指示をすることができる。 

１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者による管
理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業
務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

 
○地方自治法施行令（抜粋） 
（一般競争入札の参加者の資格） 
第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各

号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 
一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一
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項各号に掲げる者 
２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認

められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができ
る。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同
様とする。 
一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をしたとき。 
二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 
三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 
四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の

執行を妨げたとき。 
五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 
六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の事

実に基づき過大な額で行つたとき。 
七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約

の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 
 

○公の施設に関する条例（抜粋） 
（指定管理者が管理を行う公の施設） 
第 10 条 知事は、必要があると認めるときは、法第 244 条の２第３項の規定により、別表第３に掲

げる公の施設の管理を法人その他の団体（以下「団体」という。）で知事が指定するもの（以下「指
定管理者」という。）に行わせることができる。 

（指定管理者の指定の手続） 
第 10 条の２ 前条の規定による指定を受けようとするものは、申請書に公の施設の管理に係る事業

計画書（以下「事業計画書」という。）その他規則で定める書類を添付して知事に提出しなければな
らない。 

２ 知事は、前項に規定する申請の手続について、あらかじめ公表するものとする。 
３ 知事は、第１項の規定による申請書の提出があったときは、次に掲げる基準により内容の審査を

行い、指定管理者の候補（以下「指定管理候補者」という。）を選定し、議会の議決を経て指定管理
者を指定するものとする。 
(１) 住民の平等な利用が確保されること。 
(２) 事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するとともに、その管理に係る経費の

縮減が図られるものであること。 
(３) 事業計画書の内容を確実に実施するために必要な経理的基礎及び管理に関する能力を有する

ものであること。 
(４) その他規則で定める基準 
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○暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抜粋） 
（定義） 
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 
一 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行

為をいう。 
二 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴

力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 
三 指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。 
四 指定暴力団連合 第四条の規定により指定された暴力団をいう。 
五 指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。 
六 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 
七 暴力的要求行為 第九条の規定に違反する行為をいう。 
八 準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその第九条

に規定する系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすることをいう。 
 

○食品衛生法（抜粋） 
第五十一条 厚生労働大臣は、営業（器具又は容器包装を製造する営業及び食鳥処理の事業の規制及

び食鳥検査に関する法律第二条第五号に規定する食鳥処理の事業（第五十四条及び第五十七条第一
項において「食鳥処理の事業」という。）を除く。）の施設の衛生的な管理その他公衆衛生上必要な
措置（以下この条において「公衆衛生上必要な措置」という。）について、厚生労働省令で、次に掲
げる事項に関する基準を定めるものとする。 
一 施設の内外の清潔保持、ねずみ及び昆虫の駆除その他一般的な衛生管理に関すること。 
二 食品衛生上の危害の発生を防止するために特に重要な工程を管理するための取組（小規模な営

業者（器具又は容器包装を製造する営業者及び食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律
第六条第一項に規定する食鳥処理業者を除く。次項において同じ。）その他の政令で定める営業者
にあつては、その取り扱う食品の特性に応じた取組）に関すること。 

 
○食品衛生法施行規則（抜粋） 
第六十六条の二 法第五十一条第一項第一号（法第六十八条第三項において準用する場合を含む。）に

掲げる事項に関する同項の厚生労働省令で定める基準は、別表第十七のとおりとする。 
 

別表第十七（第六十六条の二第一項関係）（抜粋） 
一 食品衛生責任者等の選任 

イ 法第五十一条第一項に規定する営業を行う者（法第六十八条第三項において準用する場合を
含む。以下この表において「営業者」という。）は、食品衛生責任者を定めること。ただし、第
六十六条の二第四項各号に規定する営業者についてはこの限りではない。なお、法第四十八条
に規定する食品衛生管理者は、食品衛生責任者を兼ねることができる。 

ロ 食品衛生責任者は次のいずれかに該当する者とすること。 
（１） 法第三十条に規定する食品衛生監視員又は法第四十八条に規定する食品衛生管理者の資
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格要件を満たす者 
（２） 調理師、製菓衛生師、栄養士、船舶料理士、と畜場法（昭和二十八年法律第百十四号）

第七条に規定する衛生管理責任者若しくは同法第十条に規定する作業衛生責任者又は食鳥
処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成二年法律第七十号）第十二条に規定す
る食鳥処理衛生管理者 

（３） 都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知事等が適正と認める講習会を受講した者 
ハ 食品衛生責任者は次に掲げる事項を遵守すること。 
（１） 都道府県知事等が行う講習会又は都道府県知事等が認める講習会を定期的に受講し、食

品衛生に関する新たな知見の習得に努めること（法第五十四条の営業（法第六十八条第三項
において準用する場合を含む。）に限る。）。 

（２） 営業者の指示に従い、衛生管理に当たること。 
ニ 営業者は、食品衛生責任者の意見を尊重すること。 
ホ 食品衛生責任者は、第六十六条の二第三項に規定された措置の遵守のために、必要な注意を

行うとともに、営業者に対し必要な意見を述べるよう努めること。 
ヘ ふぐを処理する営業者にあつては、ふぐの種類の鑑別に関する知識及び有毒部位を除去する

技術等を有すると都道府県知事等が認める者にふぐを処理させ、又はその者の立会いの下に他
の者にふぐを処理させなければならない。 
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１０ 宮崎県建設技術センター管理規則 

 
○宮崎県建設技術センター管理規則 

平成 21 年７月１日規則第 29 号 
宮崎県建設技術センター管理規則をここに公布する。 

宮崎県建設技術センター管理規則 
 
（趣旨） 
第１条 この規則は、公の施設に関する条例（昭和 39 年宮崎県条例第７号。以下「条例」という。）

第７条及び第 13 条の規定に基づき、宮崎県建設技術センター（以下「センター」という。）の管理
及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 
（利用時間及び休所日） 
第２条 センターの施設の利用時間及び休所日は、次のとおりとする。  

施設の名称 利用時間 休所日 

研修生宿舎 午後１時から使用を終了する日

の午前９時まで 

宮崎県の休日を定める条例（平成

元年宮崎県条例第22号）第２条第

１項に規定する県の休日 大教室 中教室 情報処理室 視

聴覚室 小教室 施工管理課程教

室 専攻課程教室 進路指導室

体育館 運転練習場 機械練習場 

午前９時から午後５時まで 

２ 前項の規定にかかわらず、宮崎県建設技術センター所長（以下「所長」という。）は、必要がある
と認めるときは、臨時に同項に定める利用時間及び休所日を変更することができる。 

 
（利用の許可の申請） 
第３条 センターの施設を利用しようとする者は、所長の許可を受けなければならない。ただし、所

長がその必要がないと認めるときは、この限りでない。 
２ 前項本文の許可を受けようとする者は、宮崎県建設技術センター施設利用許可申請書（別記様式

第１号）を所長に提出しなければならない。 
３ 研修生宿舎を利用することができる者は、センターの施設（研修生宿舎を除く。）の利用に係る第

１項本文の許可を受けた者又はセンターで実施される研修若しくは講習の講師、受講者等とする。
ただし、所長が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

 
（利用の許可） 
第４条 所長は、前条第２項の規定により宮崎県建設技術センター施設利用許可申請書の提出があっ

た場合において、センターの施設の利用の許可をするときは、当該申請者に宮崎県建設技術センタ
ー施設利用許可書（別記様式第２号）を交付するものとし、利用の許可をしないときは、当該申請
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者に宮崎県建設技術センター施設利用不許可通知書（別記様式第３号）により通知するものとする。 
２ 所長は、必要があると認めるときは、前項の許可に管理運営上必要な条件を付すことができる。 
 
（許可の基準） 
第５条 所長は、当該申請者の利用が次の各号のいずれかに該当する場合は、センターの施設の利用

を許可しないものとする。 
(１) 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 
(２) センターの施設をき損するおそれがあると認められるとき。 
(３) その他センターの管理運営上支障があると認められるとき。 

 
（利用許可の取消しの申出） 
第６条 第３条第１項本文の許可を受けた者が利用の許可の取消しの申出をするときは、宮崎県建設

技術センター施設利用許可取消申出書（別記様式第４号）を所長に提出しなければならない。 
２ 所長は、前項の規定による宮崎県建設技術センター施設利用許可取消申出書の提出があったとき

は、当該申出書に係る利用の許可を取り消し、その旨を当該利用者に通知するものとする。 
 
（利用の制限） 
第７条 所長は、必要があると認めるときは、区域を定めて、センターの施設の利用を制限すること

ができる。 
 
（宿泊室等使用料） 
第８条 センターの施設の使用料（使用料及び手数料徴収条例（平成 12 年宮崎県条例第９号）第２条

第１項第 17 号に規定する使用料をいう。以下同じ。）のうち宿泊室等使用料の区分及び施設の名称
は、次のとおりとする。 

区分 施設の名称 

宿泊室 研修生宿舎 

大教室 大教室 

中教室 中教室 情報処理室 視聴覚室 

小教室 小教室 施工管理課程教室 専攻課程教室 進路指導室 

体育館 体育館 

運転練習場 運転練習場 

機械練習場 機械練習場 

 
（指定管理者による管理の場合の読替） 
第９条 条例第 10 条の規定によりセンターの管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者

による管理の場合」という。）における第２条から第７条までの規定の適用については、第２条第２
項中「宮崎県建設技術センター所長（以下「所長」という。）は、必要があると認めるときは」とあ
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るのは「指定管理者は、必要があると認めるときは、あらかじめ知事の承認を得て」と、第３条か
ら第７条までの規定中「所長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

 
（使用料の支払） 
第 10 条 指定管理者による管理の場合は、センターの施設の使用料は、当該指定管理者に支払わな

ければならない。 
 
（指定管理者の指定の申請） 
第 11 条 条例第 10 条の２第１項に規定する申請書は、指定管理者指定申請書（別記様式第５号）に

よるものとする。 
２ 条例第 10 条の２第１項の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(１) 定款、寄附行為、規約又はこれらに準ずる書類 
(２) 法人にあっては、法人の登記事項証明書 
(３) 知事が指定する事業年度における決算に関する書類又はそれに相当する書類 
(４) 団体の業務概要及び業務実績が確認できる書類 
(５) その他知事が必要と認める書類 

 
（指定管理者が行う業務） 
第 12 条 条例第 10 条の３第３号の規定により規則で定める業務は、次に掲げる業務とする。 

(１) 建設技術者の基礎的訓練並びに知識及び技能の修得に関する業務 
(２) 前号に掲げる業務に付随する業務 
(３) その他知事が必要と認める業務 

 
（指定管理者の管理の基準） 
第 13 条 条例第 10 条の４の規則で定める管理の基準は、次に掲げる管理の基準とする。 

(１) 関係する法令、条例、規則等の規定を遵守し、適正なセンターの管理運営を行うこと。 
(２) 利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。 
(３) センターの施設及び設備等の維持管理を適切に行うこと。 
(４) 指定管理者が業務に関連して取得した個人に関する情報を適切に取り扱うこと。 
(５) その他知事が必要と認める基準 

 
（協定書の締結） 
第 14 条 知事は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締結するものとする。 

(１) 条例第 10 条の３各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」という。）の実施に関し必要な事  
  項 
(２) 前条各号に掲げる基準に関し必要な事項 
(３) 指定管理業務の事業報告に関する事項 
(４) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理運営の適正を期するために必要な事項 

 
（事業報告書等の提出） 
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第 15 条 指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類を知事に提出しなければならな
い。 
(１) センターの指定管理業務に関する事業報告書 
(２) 決算に関する書類 
(３) その他知事が必要と認める書類 

 
（原状回復） 
第 16 条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 244 条の２第 11 項の規定により知事が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定めて業
務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、センターを速やかに原状に回復しなければならない。
ただし、知事が特に原状に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。 

 
（秘密の保持） 
第 17 条 指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定管理者の指定管理業務に従事し

ている者若しくは従事していた者は、その業務に関して知り得た管理運営上の秘密を、他人に知ら
せ、又は不当な目的に利用してはならない。 

 
（委任） 
第 18 条 この規則に定めるもののほか、センターの管理及び運営に関し必要な事項は、知事が別に

定める。 
 
附 則 

（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 
（経過措置） 
２ 条例第 10 条の２第３項の規定により指定管理者を指定した場合において、この規則の施行の日

以後に、この規則の規定により、知事がした処分、手続その他の行為又は知事に対してされた手続
その他の行為は、この規則の相当規定により、指定管理者がした処分、手続その他の行為又は指定
管理者に対してされた手続その他の行為とみなす。 

 
附 則（平成 26 年 10 月９日規則第 56 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
 
附 則（平成 27 年３月 26 日規則第 12 号） 

この規則は、平成 27 年４月１日から施行する。 
 
附 則（令和４年２月 28 日規則第８号） 

（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 
（用紙に関する経過措置） 



- 22 - 
 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の各規則の規定に定める様式による用紙は、
当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。 
 
別記 
様式第１号（第３条関係） 
様式第２号（第４条関係） 
様式第３号（第４条関係） 
様式第４号（第６条関係） 
様式第５号（第 11 条関係） 
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様式第１号（第３条関係） 

 

宮崎県建設技術センター施設利用許可申請書 

 

年  月  日  

 宮崎県建設技術センター所長 殿 

 （指定管理者        様） 

 

申請者 住  所                   

氏  名                   

電話番号                   
 法人等にあっては、主たる事務所の所在地 

並びに名称及び代表者の氏名 
 

  下記のとおり宮崎県建設技術センターの施設を利用したいので、宮崎県建設技術セン

ター管理規則第３条第２項の規定により申請します。 

記 

利用する施設  

利 用 目 的  

利用予定日時 
年  月  日 時 分から   年  月  日 時 分まで 

年  月  日 時 分から   年  月  日 時 分まで 

団体利用の場

合の責任者 

住  所 
勤務先等 
職・氏名 
電話番号 

利 用 人 数 人              

駐車場の利用 有 ・ 無   （有の場合   台利用見込み）  

持込機具等の

利用 
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様式第２号（第４条関係） 

 

宮崎県建設技術センター施設利用許可書 

文 書 番 号  

年  月  日  

             様 

 

宮崎県建設技術センター所長 □印    

（指定管理者         ○印  ） 

 

      年  月  日付けで申請のあった宮崎県建設技術センター施設の利用につ

いては、宮崎県建設技術センター管理規則第４条第１項の規定により、下記のとおり許

可します。 

 

記 

 

利 用 す る 施 設  

利 用 目 的  

利 用 予 定 日 時 

年  月  日 時 分から   年  月  日 時 分まで 

年  月  日 時 分から   年  月  日 時 分まで 

利 用 人 数 人               

利 用 の 条 件 等  
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様式第３号（第４条関係） 

 

宮崎県建設技術センター施設利用不許可通知書 

文 書 番 号  

年  月  日  

             様 

 

宮崎県建設技術センター所長 □印    

（指定管理者         ○印  ） 

 

      年  月  日付けで申請のあった宮崎県建設技術センター施設の利用につ

いては、下記の理由により許可できませんので、宮崎県建設技術センター管理規則第４

条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

  不許可の理由 
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様式第４号（第６条関係） 

 

宮崎県建設技術センター施設利用許可取消申出書 

 

年  月  日  

 宮崎県建設技術センター所長 殿 

 （指定管理者        様） 

 

申請者 住  所                   

氏  名                   

電話番号                   
 法人等にあっては、主たる事務所の所在地 

並びに名称及び代表者の氏名 
 

      年  月  日付け        で許可のあった宮崎県建設技術センタ

ーの施設の利用については、下記の理由により利用を中止したいので、宮崎県建設技術

センター管理規則第６条第１項の規定により、許可の取消しを申し出ます。 

 

記 

 

   許可の取消しを申し出る理由 
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様式第５号（第11条関係） 

 

指定管理者指定申請書 

 

年  月  日  

 

 宮崎県知事        殿 

 

申請者 所 在 地                  

団 体 名                  

代表者氏名                  

 

  宮崎県建設技術センターの指定管理者の指定を受けたいので、公の施設に関する条例

第10条の２第１項の規定により申請します。 
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１１ 宮崎県産業開発青年隊規則 

 
○宮崎県産業開発青年隊規則 

平成 22 年３月 18 日規則第４号 
宮崎県産業開発青年隊規則をここに公布する。 

宮崎県産業開発青年隊規則 
（趣旨） 
第１条 この規則は、公の施設に関する条例（昭和 39 年宮崎県条例第７号。以下「条例」という。）

第７条及び第 13 条の規定に基づき、宮崎県建設技術センター（以下「センター」という。）に設置
する宮崎県産業開発青年隊に関し必要な事項を定めるものとする。 

 
（宮崎県産業開発青年隊の設置） 
第２条 センターに宮崎県産業開発青年隊（以下「青年隊」という。）を置き、優れた建設技術者を養

成するための土木建設に関する基礎的訓練並びに知識及び技能の修得についての教育を行う。 
 
（教育課程の設置） 
第３条 青年隊に施工管理課程及び専攻課程を置く。 
 
（修業期間及び定員） 
第４条 施工管理課程及び専攻課程の修業期間は、それぞれ１年とする。 
２ 施工管理課程及び専攻課程の定員は、県土整備部長が別に定める。 
 
（教育計画） 
第５条 翌年度において行う施工管理課程及び専攻課程の授業科目等の教育の実施に関する事項につ

いての教育計画は、宮崎県建設技術センター所長（以下「所長」という。）が毎年３月 15 日までに
県土整備部長の承認を経て別に定める。 

 
（休業日） 
第６条 青年隊において授業を行わない日（以下「休業日」という。）は、次のとおりとする。ただし、

所長は、必要があると認めるときは、臨時に休業日を定め、又は休業日であっても臨時に授業を行
うことができる。 
(１) 宮崎県の休日を定める条例（平成元年宮崎県条例第 22 号）第２条第１項に規定する県の休日 
(２) 夏季休業日及び冬季休業日 

２ 夏季休業日及び冬季休業日の期日は、所長が別に定める。 
 
（入隊資格） 
第７条 青年隊に入隊することができる者は、次のとおりとする。 

区分 入隊資格 

施工管理課程 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する高等学校若しくは中等
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教育学校を卒業した者その他の同法第90条第１項に規定する者又はこれらと

同等以上の学力を有すると認められる者 

専攻課程 学校教育法第１条に規定する高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者そ

の他の同法第90条第１項に規定する者で土木建設分野に関する技術及び知識

を有していると認められる者又は施工管理課程を修了した者 

 
（入隊希望の手続） 
第８条 青年隊に入隊を希望する者は、宮崎県産業開発青年隊受験願書（別記様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて所長に提出しなければならない。ただし、第２号に掲げる場合において、最終学
校から成績証明書の交付を受けることができない者については、成績証明書の添付を要しないもの
とする。 
(１) 学校教育法第１条に規定する高等学校又は中等教育学校に在学する者は、高等学校又は中等

教育学校の調査書 
(２) 学校教育法第１条に規定する高等学校又は中等教育学校を卒業した者その他同法第 90 条第

１項に規定する者は、入隊資格を有することを証明する書面及び最終学校の成績証明書 
 
（入隊試験及び入隊の許可） 
第９条 所長は、前条の宮崎県産業開発青年隊受験願書を提出した者に対して試験を行い、その結果

に基づいて入隊を許可する。 
２ 前項の試験の実施の期日、場所、試験科目その他入隊者の募集に関し必要な事項は、所長が別に

定める。 
３ 所長は、第１項の規定による試験を実施したときは、速やかに、受験者に対し試験の結果を通知

しなければならない。 
 
（誓約書） 
第 10 条 前条第１項の規定により入隊を許可された者が入隊するときは、入隊の日までに保証人の

連署した誓約書（別記様式第２号）を所長に提出しなければならない。 
 
（入寮） 
第 11 条 入隊した者（以下「隊員」という。）は、センターに設置された寮に入居しなければならな

い。ただし、特別の理由により所長の許可を受けた者は、この限りでない。 
 
（休隊、退隊及び復隊） 
第 12 条 隊員は、病気その他やむを得ない理由により休隊し、又は退隊しようとするときは、第 10

条に規定する保証人の連署した休隊（退隊）願（別記様式第３号）を所長に提出し、その許可を受
けなければならない。 

２ 休隊の許可を受けた隊員は、その許可を受けた期間内に休隊の理由が消滅したことにより復隊し
ようとするときは、第 10 条に規定する保証人の連署した復隊願（別記様式第４号）を所長に提出
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し、その許可を受けなければならない。 
３ 休隊（退隊）願又は復隊願には、休隊又は退隊の理由が病気であるときは、医師の診断書を添付

しなければならない。 
 
（懲戒処分） 
第 13 条 所長は、隊員が次の各号のいずれかに該当するときは、懲戒処分として戒告、停隊又は退隊

の処分をすることができる。 
(１) 学業成績が不良で修了の見込みがないと認められるとき。 
(２) この規則又は隊則その他の所長が定める規程に違反したとき。 
(３) 前号に規定するもののほか、青年隊の秩序を乱したとき、又は隊員としてふさわしくない行

為があったとき。 
 
（修了証書の授与） 
第 14 条 知事は、所定の課程を修了したと認められる隊員に対して、修了証書（別記様式第５号）を

授与する。 
 
（証明書の交付） 
第 15 条 所長は、隊員及び所定の課程を修了した者に対して、在隊証明書、修了証明書、成績証明書

その他修業履歴に関する証明書（以下「証明書」という。）を交付することができる。 
２ 証明書の交付を受けようとする者は、宮崎県産業開発青年隊在隊証明等交付申請書（別記様式第

６号）を所長に提出しなければならない。 
３ 隊員に対して、証明書を交付する場合の証明手数料は、無料とする。 
 
（指定管理者による管理の場合の読替） 
第 16 条 条例第 10 条の規定によりセンターの管理を指定管理者に行わせる場合における第５条、第

６条及び第８条から第 12 条までの規定の適用については、第５条中「宮崎県建設技術センター所
長（以下「所長」という。）」とあり、並びに第６条及び第８条から第 12 条までの規定中「所長」と
あるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

 
（委任） 
第 17 条 この規則に定めるもののほか、青年隊に関し必要な事項は、知事が別に定める。 
 

附 則 
この規則は、平成 22 年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成 23 年３月 31 日規則第 12 号） 
この規則は、平成 23 年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成 27 年３月 30 日規則第 25 号） 
この規則は、平成 27 年４月１日から施行する。 
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附 則（平成 30 年３月 19 日規則第 15 号） 

この規則は、平成 30 年４月１日から施行する。 
 

附 則（令和４年４月 11 日規則第 29 号） 
（施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 
（用紙に関する経過措置） 
２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の宮崎県産業開発青年隊規則の規定に定め
る様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。 
 
別記 
様式第１号（第８条関係） 
様式第２号（第 10 条関係） 
様式第３号（第 12 条関係） 
様式第４号（第 12 条関係） 
様式第５号（第 14 条関係） 
様式第６号（第 15 条関係） 
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様式第１号（第８条関係）別記 

様式第１号（第８条関係） 

（表面） 

年度 宮崎県産業開発青年隊受験願書 
履 歴 票 

応募種類 

(志望順に①②を付ける) 

□施工管理課程 

□専攻課程 

選抜試験 受験会場 ※ 受験番号 

(記入しない) 

(写 真 欄) 

 

 

顔の大きさは 

この程度 

 

 

・タテ4.0㎝×3.0㎝ 

・申請前6か月以内に撮

影したもの 

・脱帽、正面向きのもの 

・本人と確認できるもの 

・写真の裏面に氏名を記

入してください 

合
格
通
知
の
送
り
先
を
ど
ち
ら
か
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い

 

 

ふりがな 生年月日・年齢(レ印を付ける) 

□昭和  年  月  日生 

□平成 

 

（  年  月 日現在 満   歳） 

氏 名 

現住所（寮、下宿、アパート等の場合には、建物の名称、同居先等を明確に記入してください。） 

（〒   -   ） （TEL    -    -    ） 

送り先 

 

ふりがな 

連絡先（現住所と同じ場合には「同上」と記入すること。） 

（〒   -   ） （TEL    -    -    ） 

送り先 

 

ふりがな 

ふりがな 住 所（〒   -   ） （TEL    -    -    ） 

※保護者氏名 

ふりがな 

学 歴（最終学歴とその前を記入してください。） 

学 校 名 学部名 学科名 専 攻 所属クラブ名 在 学 期 間 区 分（○で囲む） 

（最 終） 
    年 月から 

年 月まで 
卒 ・ 卒 業 見 込 

年在学中 ・ 年中退 

（その前） 
    年 月から 

年 月まで 
卒 ・ 年 中 退 

職歴（本人の職歴、新たに勤務する予定がある場合に記入してください。） 

勤 務 先 の 名 称 部 課 名 在 職 期 間 

  年     月から 

年     月まで 

  年     月から 

年     月まで 

取得（見込）の資格免許があれば記入してください。 

資格・免許の名称 取得（見込）年月 資格・免許の名称 取得（見込）年月 

    

    

    

    

1)願書は受験者本人が記入して下さい。 

2)保護者の欄は、本人が未成年の場合のみ記入して下さい。 

 

裏面も必ず記入してください。 

入隊試験手数料（2,200円） 

宮崎県収入証紙 

(消印しないこと) 
（ は り つ け ） 
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面 談 カ ー ド       （裏面） 
 

※受験番号 
（記入しない）  

ふりがな  

氏 名  

［大学・短期大学・専門学校等の受験］ 
 □受験した又は予定である 
 
 □受験しない 
 
 □未 定 

［民間企業又は公務員等の受験］ 
 □受験した又は予定である 
 
 □受験しない 
 
 □未 定 

［志望の動機］ 

［部・クラブ活動］              役職の有無 
 □有（クラブ名：         ）     □有（役職名：          ） 
 
 
 □無                     □無 

［好きな（得意な）教科・科目］ 
１ 
 
２ 
 
３ 

［趣味・特技］ 

［最近関心を持った事柄・事件］ 

［自己紹介］ 

（注）□については、該当するものにレ印を付けること。 
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様式第２号（第10号関係） 

 

 

誓   約   書 

 

 

年  月  日  

 

 

  宮崎県建設技術センター所長 殿 

  （指定管理者        様） 

 

 

  私は、宮崎県産業開発青年隊に入隊する上は、同隊員としての本分をわきまえ、

規律を遵守し、学業に励むことを保証人連署の上、誓います。 

  もし、これらのことに違反したときは、いかなる処分を受けても異議ありません。 

 

 

 

本 人 住所                

氏名                

 

 

保証人 住所                

氏名                

本人との関係            

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

- 35 - 

 

 

様式第３号（第12条関係） 

 

休 隊 （ 退 隊 ） 願 

 

年  月  日  

 

  宮崎県建設技術センター所長 殿 

  （指定管理者        様） 

 

 

本 人 教育課程          課程  

氏名                

 

保証人 住所                

氏名                

 

 

  下記のとおり、私は、宮崎県産業開発青年隊を休隊（退隊）したいので、よろし

くお願いします。 

 

記 

 

 １ 休隊の期間（退隊の期日） 

 

   年  月  日から  年  月  日まで（  年  月  日） 

 

 ２ 休隊（退隊）の理由 

 

 

  備考 休隊又は退隊の理由が病気であるときは、医師の診断書を添付すること。 
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様式第４号（第12条関係） 

 

復  隊  願 

 

年  月  日  

 

  宮崎県建設技術センター所長 殿 

  （指定管理者        様） 

 

 

本 人 教育課程          課程  

氏名                

 

保証人 住所                

氏名                

 

 

  私は、  年  月  日から  年  月  日まで休隊していましたが、下

記のとおり復隊したいので、よろしくお願いします。 

 

  復隊の理由 

 

 

 

 備考 復隊の理由が病気の治癒によるものであるときは、医師の診断書を添付する

こと。 
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様式第５号（第14条関係） 

 

第 
 
 
 

号 

   
 
 
 

修 
 

了 
 

証 
 

書 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏 

名 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年 
 

月 
 

日 

生 

   
 

右 

は 

宮 

崎 

県 

産 

業 

開 
発 
青 

年 

隊 

  
 
 
 
 
 
 

課 

程 

を 

修 

了 

し 

た 
こ 
と 

  
 

を 

証 

す 

る 
 

   
 
 
 
 

年 
 

月 
 

日 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宮 

崎 

県 

知 

事 
 
 
 
 
 
 

□印 
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様式第６号（第15条関係） 

 

宮崎県産業開発青年隊在隊証明等交付申請書 

 

  宮崎県建設技術センター所長 殿 

 

  宮崎県産業開発青年隊規則第15条第２項の規定に基づき、下記のとおり証明書の

交付を申請します。 

証明を求める

隊員・修了者

(本人) 

氏 名 （  年  月  日生） 

住 所 
〒 

証明書の種類 

□在隊証明書（ □施工管理課程  □専攻課程

 ） 

□修了証明書  □   年度施工管理課程 

        □   年度専攻課程 

□成績証明書  □   年度施工管理課程 

        □   年度専攻課程 

□その他            に関する証明書 

※必要なものに✓をつけてください。 

部数      部 

収入証紙貼付欄 
※在隊者が自己の証明を求める場合は、収入証紙の
貼付は不要。 

 

    年  月  日 

 

 申請者 住所 

     氏名              （本人との関係      ） 

                     申請者確認書類 

                      □運転免許証 

                      □旅券 

                      □その他(         ) 

                      □委任状 

 備考 １ 本人以外の代理人が申請する場合は、本人からの委任状が必要です。 

    ２ この申請書に記載された個人情報は、証明書発行手続を行うために利用

するものであり、他の目的で利用し、又は提供することはありません。 
 


